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はじめに 

 

地球規模で進行する地球温暖化による環境変化は 

生態系や産業だけでなく、私たちの健康にも深刻な影 

響を及ぼすことから、全世界共通の課題となっています。 

このまま温暖化が進むと、気候変動による影響はますます甚大なものとなり、

ゲリラ豪雨や台風の大型化など自然災害の増加や、農作物の被害による食料不

足、さらには熱中症など私たち人類の生存基盤を脅かす重大な問題となります。 

このような地球温暖化は、私たちの日常生活や事業活動から排出される温室

効果ガスが増えることにより引き起こるもので、瑞穂市では二酸化炭素（CO2）を

はじめとする温室効果ガスの排出を抑えた「脱炭素社会」を目指して、地球温暖

化対策に取り組んでまいりました。 

さらに近年では、「持続可能な開発のための２０３０ アジェンダ」や「パリ協定」

を受けて新たな温室効果ガス削減目標達成のために、「持続可能な開発目標

（SDGｓ）」の環境配慮項目も取り入れ、次のゴールを目指すために早急な取り組

みをしなければなりません。 

こうした動向を踏まえ、本市では子どもや孫、将来世代へ持続可能な状態で

引き継いでいくため「第３次瑞穂市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を

策定しました。 

本計画では、平成１９年度を基準年度とし、令和６年までに温室効果ガス総排

出量を８％削減目標に掲げました。 

その目標達成には、本市の全ての公共施設において、取り組むべき項目を明

確に定め、市役所自らの事務及び事業の中で環境への配慮を徹底することによ

り、環境負荷の低減を図るとともに、率先して実行してまいります。 

市民及び事業者の皆様も、本趣旨をご理解いただき環境配慮活動に一層の

協働をお願いいたします。 

              

 

令和２年６月 

瑞穂市長 森  和 之 
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  第１章 計画の基本的な考え方  

（１）地球温暖化と は 

地球は、太陽からの日射を地表面で吸収し、日射によって加熱さ れた地表面から赤外

線と して放射さ れた熱を、大気中の温室効果ガスである二酸化炭素やメ タンなどが吸

収し、対流圏の大気を暖めています。 

このため、地球の平均気温は1 4 ℃前後と 、人間をはじ め生物が生きるのに適した環

境が保たれていますが、温室効果ガスがなければ、マイナス19 ℃と なりほと んどの生き

物は生命の維持が出来なく なります。 

しかし、18 世紀後半から始まった産業革命以降、人間は石油や石炭等の化石燃料を

大量に燃焼して使う こと で、大量の二酸化炭素を排出するよう になりました。近年、産業

活動が活発になり、二酸化炭素、メ タン、さ らにはフロン類などの温室効果ガスが大量

に排出さ れて大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇し始めていま

す。これが地球温暖化です。 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 

図 1  地球温暖化の仕組み 
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（２）計画の背景 

地球温暖化については、１９９７年に気候変動枠組条約第3 回締約国会議（ＣＯＰ３）が

京都で開催さ れ、温室効果ガスの削減について数値目標が各国ごと に定められました

（京都議定書）。これを受けて、我が国では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」が平

成１０年１０月に公布さ れ、平成１１年４月に施行さ れました。 

この法律では、国、地方公共団体、事業者及び国民の義務や取り組みの基本事項が明

らかにさ れたほか、地方公共団体（都道府県及び市町村）においては、その事務及び事

業に関し温室効果ガス排出抑制などのための措置に関する計画を策定すること が義務

づけられています。 

こう した状況の中で、瑞穂市（以下「本市」と いいます。）と して温室効果ガスの排出量

削減に取り組んでいく ために瑞穂市地球温暖化対策実行計画【平成２１年度から平成

2 5 年度】を平成２１年３月に策定し、平成2 7 年3 月には第２次計画を策定しました。 

2 0 15 年に気候変動枠組条約第2 1回締約国会議（ＣＯＰ2 1 ）で京都議定書に続く 新

しい枠組みであるパリ協定が採択さ れたこと を受け、国は地球温暖化対策計画を策定

しました。今まで以上の温暖化対策の推進が求められています。令和元年度に第2 次計

画が目標年度を迎えること から、目標等を見直した第３次計画（以下「本計画」と いいま

す。）を策定します。 

なお、パリ協定では、すでに顕在化している気候変動への適応も 求めており、国は平

成3 0 年11月に気候変動適応計画を策定したこと から、本計画では適応の考え方も 踏

まえた計画と します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2   計画の位置づけ 

国︓気候変動枠組条約京都議定書 
 

国︓地球温暖化対策の推進に関する法律 
平成10年10⽉公布 平成28年5⽉最終改正 

市︓第１次地球温暖化対策実⾏計画 
平成21年3⽉策定 

市︓第２次地球温暖化対策実⾏計画 
平成27年3⽉策定 

国︓京都議定書⽬標達成計画 
平成17年4⽉策定 平成20年3⽉全部改訂 

国︓地球温暖化対策計画 
平成28年5⽉策定 

市︓第３次地球温暖化対策実⾏計画 
令和2年3⽉策定 
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（３）計画の目的 

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律第２1条に基づき、本市の事務及び事

業に関し、温室効果ガスの排出抑制等を行う こと により、地球温暖化対策の推進を図る

こと を目的と します。 

 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（抜粋） 

 

第２１条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即し

て、当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の

削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共

団体実行計画」と いう 。）を策定するものと する。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものと する。 

一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 

三 実施しよう と する措置の内容 

四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

８ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したと きは、遅滞なく 、単

独で又は共同して、これを公表しなければならない。 

９ 第五項から前項までの規定は、地方公共団体実行計画の変更について準用する。 

１０ 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行計

画に基づく 措置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表し

なければならない。 
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（４）計画の期間 

温室効果ガス排出量の基準年度を平成１９年度と して、計画期間を令和2 年度から令

和6 年度までの5 年間と します。ただし、社会情勢の変化や計画の進捗状況により、必要

に応じて見直しを行います。 

 

（５）計画の対象範囲 

① 対象と する施設 

本市の全ての施設における、事務及び事業活動を対象と します。 

なお、外郭団体及び委託施設などは本計画の対象外と しますが、地球温暖化対策の

ための取り組みについて協力を要請します。 

 

② 対象と する温室効果ガス 

 

表 1  法律で対象と なる温室効果ガスの種類 

ガスの種類 人為的な発生源 

二酸化炭素 

（ Ｃ Ｏ ２ ）  

産業、民生、運輸部門などにおける 燃料の燃焼に伴う も の

が全体の９ 割以上を 占め、 温暖化への影響力が大き い。  

メ タ ン  

（ Ｃ Ｈ ４ ）  

稲作、家畜の腸内発酵などの農業部門から 出るも のが半分

を 占め、 廃棄物の埋立から も ２ ～３ 割を 占める 。  

一酸化二窒素 

（ Ｎ ２ Ｏ ）  

燃料の燃焼による も のが半分以上を 占める が、工業プロ セ

スや農業から の排出も ある 。  

ハイ ド ロフ ルオロ カ ーボン  

（ Ｈ Ｆ Ｃ ）  

エアゾール製品の噴射剤、 カ ーエアコ ン や冷蔵庫の冷媒、

断熱発泡剤などに使用さ れている 。  

パーフ ルオロ カ ーボン  

（ Ｐ Ｆ Ｃ ）  

半導体製造用や電子部品など の不活性液体など と し て使

用さ れている 。  

六フ ッ 化硫黄 

（ Ｓ Ｆ ６ ）  

変電設備に封入さ れる 電気絶縁ガスや半導体製造用など

と し て使用さ れている。  

三フ ッ 化窒素 

（ Ｎ Ｆ ３ ）  

半導体素子等の製造に使用さ れている。  

 

本計画では、上記７種類のガスの中で、パーフルオロカーボン、三フッ化窒素は、本市

の施設から排出がないこと 及びハイド ロフルオロカーボン、六フッ化硫黄は、排出量の

把握が困難であるため対象外と し、本市の事務及び事業の内容、規模から勘案し、把握

する対象ガスと して、二酸化炭素、メ タン、一酸化二窒素の３種類のガスを対象と します。 

なお、ガソリン・軽油を使用して自動車を走行した場合、CO 2 と と もにCH 4 、N 2 O も発

生しますが、本計画では「ガソリン」「軽油」と した場合はCO 2 、「自動車の走行」と した場

合はCH 4 、N 2 Oの排出をそれぞれ示します。 
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表 2   本計画で扱う ガスと 排出源の表記 

ガス 

排出源 

二酸化炭素 

（C O 2 ） 

メ タン 

（C H 4 ） 

一酸化二窒素

（N 2 O ） 

ガソリン ○ － － 

軽油 ○ － － 

灯油 ○ ○ ○ 

A 重油 ○ － － 

都市ガス ○ ○ ○ 

LPG  ○ ○ ○ 

電気 ○ － － 

ごみ ○ ○ ○ 

自動車の走行 － ○ ○ 

生活排水 － ○ ○ 

家畜 － ○ ○ 
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表 3 （１） 瑞穂市地球温暖化対策実行計画 対象機関 

 

  

番号 対象施設 分類 担当課 番号 対象施設 分類 担当課

1 瑞穂市役所 財務情報課 5 1 南小校区放課後児童ｸﾗﾌﾞ 社会教育施設 幼児支援課

2 巣南庁舎 市民窓口課 5 2 火葬場

3 穂積小学校 5 3 火葬場( 墓地)

4 本田小学校 5 4 空き 容器回収機

5 牛牧小学校 5 5 美来の森

6 生津小学校 5 6 最終処分場

7 穂積中学校 5 7 居倉集積場

8 穂積北中学校 5 8 別府水源地

9 ほづみ幼稚園 5 9 宮田水源地

10 西小学校 6 0 馬場水源地

11 中小学校 6 1 本田水源地

12 南小学校 6 2 牛牧水源地

13 巣南中学校 6 3 古橋水源地

14 穂積中ｸﾞ ﾗｳﾝﾄﾞ 6 4 呂久水源地

15 穂積北中ｸﾞ ﾗｳﾝﾄﾞ 6 5 駅西会館

16 瑞穂市給食ｾﾝﾀｰ 教育総務課 6 6 ｱｸｱﾊﾟ ｸー別府

17 教育支援ｾﾝﾀｰ 学校教育課 6 7 ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟ ﾝﾌﾟ 別府

18 本田ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 6 8 ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟ ﾝﾌﾟ 西

19 北部防災ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 6 9 ｱｸｱﾊﾟ ｸー巣南

2 0 南部ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀ (ーつどいの泉) 7 0 呂久ｸﾘ ﾝーｾﾝﾀｰ

2 1 瑞穂市郷土資料館 7 1 ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟ ﾝﾌﾟ 呂久

2 2 瑞穂市民ｾﾝﾀｰ 7 2 瑞穂市第1自転車駐輪場

2 3 瑞穂市図書館( 本館) 7 3 瑞穂市第2 自転車駐輪場

2 4 総合ｾﾝﾀｰ 7 4 瑞穂市第3 自転車駐輪場

2 5 公民館( 巣南) 7 5 瑞穂市第4 自転車駐輪場

2 6 瑞穂市西部複合ｾﾝﾀｰ 7 6 瑞穂市第5 自転車駐輪場

2 7 糸貫川運動公園 7 7 公営住宅

2 8 弓道場 7 8 前畑公園

2 9 穂積ｸﾞ ﾗｳﾝﾄﾞ 7 9 上光公園

3 0 生津ｽﾎﾟ ｰﾂ広場 8 0 馬場公園

3 1 南ふれあい広場( 巣南) 8 1 高道公園

3 2 西ふれあい広場( 巣南) 8 2 滝坪公園

3 3 中ふれあい広場( 巣南) 8 3 真菰池公園

3 4 巣南ﾃﾆｽｺ ﾄー 8 4 彦内公園

3 5 学校開放( 巣南) 8 5 南流公園

3 6 学校開放( 穂積) 8 6 天待公園

3 7 巣南保健ｾﾝﾀ (ー 西部複合) 健康推進課 8 7 せせらぎ公園

3 8 本田第1保育所 8 8 柳一色公園

3 9 本田第2 保育所 8 9 祖父江公園

4 0 別府保育所( 旧) 9 0 十九条公園

4 1 別府保育所( 新) 9 1 牛牧団地公園

4 2 穂積保育所 9 2 小簾紅園

4 3 牛牧第1保育所 9 3 苗田橋公園

4 4 牛牧第2 保育所 9 4 只越花と 緑の公園東

4 5 老人福祉ｾﾝﾀｰ 福祉施設 地域福祉高齢課 9 5 只越花と 緑の公園西

4 6 西保育･教育ｾﾝﾀｰ 9 6 野口公園

4 7 中保育･教育ｾﾝﾀｰ 9 7 野田公園

4 8 南保育･教育ｾﾝﾀｰ 9 8 本田西之島公園

4 9 瑞穂市障害者訓練場 福祉施設 福祉生活課 9 9 牛牧団地北ﾎﾟ ｹｯﾄﾊﾟ ｸー

5 0 牛牧小校区放課後児童ｸﾗﾌﾞ 社会教育施設 幼児支援課 10 0 犀川河川公園

庁舎

教育機関

社会教育施設

社会教育施設

市民協働安全課

生涯学習課

廃棄物処理施設等

上下水道施設

公園・駐車場等

市民課

環境課

上水道課

下水道課

都市管理課

幼児支援課

幼児支援課

学校教育課
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表 3 （2 ） 瑞穂市地球温暖化対策実行計画 対象機関 

 

  

番号 対象施設 分類 担当課 番号 対象施設 分類 担当課

10 1 穂南公園 15 1 別府第1揚水機

10 2 中尾公園 15 2 別府第2 揚水機

10 3 水防ｾﾝﾀｰ 15 3 別府第3 揚水機

10 4 消防団詰所( 第3 分団) 15 4 穂積第1揚水機

10 5 消防詰所( 第1分団) 15 5 穂積第2 揚水機

10 6 消防倉庫( 旧JA 牛牧) 15 6 穂積第3 揚水機

10 7 消防団詰所( 第2 分団) 15 7 穂積第4 揚水機

10 8 消防団詰所( 第4 分団) 15 8 野田揚水機

10 9 消防団詰所( 第5 分団) 15 9 野白第1揚水機

110 消防団詰所( 第6 分団) 16 0 野白第2 揚水機

111 消防団詰所( 第7 分団) 16 1 柳一色揚水機

112 消防倉庫( 旧JA 本田) 16 2 花塚排水機

113 呂久消防車庫 16 3 五六川排水機

114 水防倉庫( 下畑) 16 4 新堀川水門排水機

115 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ地下道 16 5 中川排水機

116 駅前広場( 北) 16 6 別府排水機

117 駅前広場( 南) 16 7 瑞穂ﾀ ﾐーﾅﾙ

118 駅北公園 16 8 岐大穂積東原東地下道

119 駅北広場 16 9 岐大穂積小学校東地下道

12 0 井場用水機 17 0 岐大穂積小学校西地下道

12 1 下唐栗揚水機 17 1 岐大ゆう あいﾛｰﾄﾞ 地下道

12 2 花塚揚水機 17 2 岐大穂積中原地下通路

12 3 居倉北第1揚水機 17 3 岐大稲里苗田地下通路

12 4 居倉北第2 揚水機 17 4 岐大野白八石地下通路

12 5 橋本第1揚水機 17 5 岐大牛牧団地南地下通路

12 6 橋本第2 揚水機 17 6 岐大牛牧茶屋道地下道

12 7 七崎揚水機 17 7 穂積庁舎南歩道橋

12 8 十七条揚水機 17 8 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ道路揚水機

12 9 十八条揚水機 17 9 森揚水機

13 0 重里揚水機 18 0 祖父江第5 揚水機

13 1 生津第1揚水機 18 1 祖父江第6 揚水機

13 2 生津第2 揚水機 18 2 牛牧団地北ﾎﾟ ｹｯﾄﾊﾟ ｸー

1 3 3 祖父江第1揚水機 18 3 ｺﾐｭﾆﾃｨｰ地下道排水ﾎﾟ ﾝﾌﾟ

1 3 4 祖父江第2 揚水機 18 4 豊かな緑ど んぐり公園

13 5 祖父江第3 揚水機 18 5 清流みど りの丘公園

13 6 祖父江第4 揚水機 18 6 井場公園

13 7 只越第1揚水機 18 7 別府公園

13 8 只越第2 揚水機 18 8 横屋JR ｱﾝﾀﾞ ｰﾊﾟ ｽ

13 9 只越第3 揚水機 18 9 軽四ﾑｰｳﾞ   岐阜5 1 か9 4 8 1

14 0 中川第1揚水機 19 0 ﾌﾟ ﾘｳｽ  岐阜5 0 0 に9 2 8 1

14 1 中川第2 揚水機 19 1 軽四ﾄﾗｯｸ  岐阜4 1 な8 9 6 2

14 2 中川第3 揚水機 19 2 ﾜｺﾞ ﾝR   岐阜5 1う 8 9 4 8

14 3 中川第4 揚水機 19 3 軽四ﾄﾗｯｸ  岐阜4 1に8 17 1

14 4 中川第5 揚水機 19 4 軽ﾎﾝﾀﾞ ﾗｲﾌ  岐阜5 1か7 6 11

14 5 中川第6 揚水機 19 5 ﾊｲｴｰｽﾊﾞ ﾝ 岐阜4 0 0 と 9 9 5 2

14 6 田之上揚水機 19 6 ﾏｰﾁ  岐阜5 0 1め5 112

14 7 東只越用水組合揚水機1 19 7 ﾜｺﾞ ﾝR   岐阜5 1た5 0 7 9

14 8 馬場第1揚水機A 19 8 ﾐﾆｷｬﾌﾞ 軽ﾄﾗ  岐阜4 8 0 き 8 3 2 6

14 9 馬場第1揚水機B 19 9 ﾜｺﾞ ﾝR   岐阜5 0 め2 4 8 5

15 0 美江寺揚水機 2 0 0 霊柩車  岐阜8 8 う 19 17

財務情報課

都市管理課

都市管理課公園･駐車場等

市民協働安全課

都市管理課

防災･防犯施設

防災･防犯施設

公用車
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表 3 （3 ） 瑞穂市地球温暖化対策実行計画 対象機関 

 

 

番号 対象施設 分類 担当課 番号 対象施設 分類 担当課

2 0 1 A D 母子保健車( 穂)   岐阜4 0 0 す14 12 2 5 1 ﾌﾟ ﾛﾎﾞ ｯｸｽ( 日赤)  岐阜4 0 0 に7 8 3 0

2 0 2 ﾏｲｸﾛﾊﾞ ｽ  岐阜2 0 0 さ  17 4 2 5 2 ﾌﾟ ﾛﾎﾞ ｯｸｽ( 日赤)  岐阜4 0 0 ぬ7 4 8 9

2 0 3 ｳﾞ ｨｯﾂ  岐阜5 0 0 み8 16 5 2 5 3 ｸﾞ ﾗﾝﾄﾞ ｷｬﾋﾞ ﾝ( ﾊｲｴｰｽ)  岐阜3 0 1ゆ6 6 0 4

2 0 4 ﾊｲｾﾞ ｯﾄ軽ﾄﾗ  岐阜4 8 0 き 8 2 16 2 5 4 ｻｸｼｰﾄﾞ  岐阜5 0 2 む8 7 17

2 0 5 ﾌﾟ ﾛﾎﾞ ｯｸｽﾜｺﾞ ﾝ  岐阜4 0 0 そ3 8 4 7 2 5 5 ﾌﾟ ﾛﾎﾞ ｯｸｽ( 青ﾊﾟ ﾄ)  岐阜4 0 0 に8 8 6 7

2 0 6 ﾄﾖﾀ ﾀﾞ ｲﾅ 岐阜4 0 0 そ 4 0 4 2 5 6 ﾌﾟ ﾚｵ 岐阜4 1ほ7 4 3 2

2 0 7 ｲｽｽﾞ ﾊﾟ ｯｶ  ー 岐阜8 0 0 す3 9 7 3  ( ﾘﾌﾄ 含) 2 5 7 ﾌﾟ ﾘｳｽL岐阜3 0 2 は2 9 0 9

2 0 8 ﾊｲｾﾞ ｯﾄｶ ｺーﾞ   岐阜4 8 0 ち5 6 0 2 5 8 ﾀﾞ ｲﾅ  岐阜4 0 0 さ 6 9 7 2

2 0 9 ｳｲﾝｸﾞ ﾛｰﾄﾞ  岐阜5 0 3 た5 7 0 6 2 5 9 ﾚｼﾞ ｱｽｴｰｽ 岐阜4 1に7 3 9 4

2 10 ﾑ ﾌーﾞ ﾗﾃ 岐阜5 8 0 た8 3 2 6 0 ﾊｲｾﾞ ｯﾄｶ ｺーﾞ  岐阜4 8 0 つ17 3 8

2 11 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ 車( 1分団)   岐阜8 3 0 そ2 0 0 1 2 6 1 ｱﾙﾄ 岐阜5 8 1の18 4 5

2 12 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ 車( 3 分団)   岐阜8 8 ろ4 3 10 2 6 2 ﾌﾟ ﾛﾎﾞ ｯｸｽ 岐阜4 8 0 の12 8 4

2 13 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ 車( 4 分団)   岐阜8 0 0 さ 6 7 2 7 2 6 3 ﾊｲｾﾞ ｯﾄｶ ｺーﾞ  岐阜4 8 0 に4 2 8 5

2 14 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ 車( 5 分団)   岐阜8 3 0 と 2 0 0 9 2 6 4 ﾊｲｾﾞ ｯﾄｶ ｺーﾞ  岐阜4 8 0 に4 2 8 6

2 15 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ 車( 6 分団)   岐阜8 3 0 せ2 0 10 2 6 5 ﾐﾆｷｬﾌﾞ ﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 け5 7 14

2 16 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ 車( 7 分団)   岐阜8 3 0 つ2 0 16 2 6 6 ｻﾝﾊﾞ 2ー 号 岐阜4 8 0 て3 3 9 3

2 17 消防軽積載車( 1分団1号車)   岐阜8 0 0 あ16 13 2 6 7 ｺｰｽﾀ (ー 幼稚園ﾊﾞ ｽ)   岐阜2 0 0 は4 8 4

2 18 消防軽積載車( 2 分団1号車)   岐阜8 0 0 あ16 12 2 6 8 ｺｰｽﾀ (ー 幼稚園ﾊﾞ ｽ)   岐阜2 0 0 は5 13

2 19 消防軽積載車( 2 分団2 号車)   岐阜8 0 あ15 2 2 2 6 9 ｻﾝﾊﾞ ｰﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 て3 0 9 6

2 2 0 消防軽積載車( 3 分団1号車)   岐阜8 0 0 あ16 11 2 7 0 ﾌﾞ ﾝー 岐阜5 0 3 ぬ17 6 2

2 2 1 消防軽積載車( 3 分団2 号車)   岐阜8 0 あ15 2 3 2 7 1 ｴﾌﾞ ﾘｨ  岐阜4 8 0 て9 6 9 3

2 2 2 消防軽積載車( 4 分団)   岐阜8 8 0 あ 3 7 0 2 7 2 ｴﾌﾞ ﾘｨ  岐阜4 8 0 と 9 12 8

2 2 3 消防軽積載車( 5 分団1号車)   岐阜8 8 0 あ 3 7 1 2 7 3 ｻﾝﾊﾞ ｰﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 て3 0 9 7 教育総務課

2 2 4 消防軽積載車( 5 分団2 号車)   岐阜8 0 あ 17 8 1

2 2 5 消防軽積載車( 6 分団)   岐阜8 8 0 あ 6 9 4

2 2 6 消防軽積載車( 第1分団2 号車)   岐阜8 0 あ15 2 1

2 2 7 消防軽積載車( 巣南庁舎)  岐阜8 0 あ5 6 4

2 2 8 伝令車( 女性防火ｸﾗﾌﾞ )  岐阜4 1の4 2 3

2 2 9 日野( 普通貨物) ①  岐阜10 0 せ 7 3 6 7

2 3 0 日野( 普通貨物) ②  岐阜10 0 せ 7 5 0 0

2 3 1 日野( 普通貨物) ③  岐阜10 0 せ 7 5 0 1

2 3 2 ﾄﾖﾀ( 普通貨物)   岐阜10 0 さ  5 7 8 6

2 3 3 ﾄﾖﾀ( 普通貨物)   岐阜11め 7 3 6 6

2 3 4 消防軽積載車( 本部)  岐阜8 8 0 あ14 9 9

2 3 5 防災活動車( 本部)  岐阜8 8 0 あ19 4 6

2 3 6 消防ﾎﾟ ﾝﾌﾟ ( 第2 分団)

2 3 7 ﾐﾆｷｬﾌﾞ ﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 く 7 7 9 3

2 3 8 ﾌﾟ ﾘｳｽ( 3 号車)  岐阜3 0 1は7 0 7 8

2 3 9 ﾌﾟ ﾘｳｽ( 2 号車)  岐阜3 0 1は7 0 7 7

2 4 0 ｽﾃﾗ 岐阜5 8 0 ひ4 6 2 4

2 4 1 ｲﾝｻｲﾄ( 青ﾊﾟ ﾄ )  岐阜5 0 2 ぬ4 3 3 8

2 4 2 ﾐﾆｷｬﾌﾞ ﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 け3 8 12

2 4 3 ﾐﾆｷｬﾌﾞ ﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 け3 8 11

2 4 4 ﾐﾗﾊﾞ ﾝ 岐阜4 1に8 2 3 8

2 4 5 ｴﾌﾞ ﾘﾜｺﾞ ﾝ 岐阜4 1め17 6 3

2 4 6 ｴﾌﾞ ﾘ ﾜーｺﾞ ﾝ 岐阜5 8 0 む5 5 10

2 4 7 ｴｽﾃｲﾏH V  岐阜3 0 1ふ4 2 9 4

2 4 8 ﾐﾆｷｬﾌﾞ ﾊﾞ ﾝ 岐阜4 8 0 さ 3 0 5 5

2 4 9 ｽﾃﾗ2 号 岐阜5 8 0 ひ2 4 7 4

2 5 0 ﾌﾟ ﾛﾎﾞ ｯｸｽﾜｺﾞ ﾝ  岐阜4 0 0 に6 5 6 9

教育総務課

市民協働安全課

財務情報課

上水道課

学校教育課

財務情報課

公用車

公用車

財務情報課

財務情報課

市民協働安全課
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  第２章 地球温暖化対策の現況   

（１）温室効果ガスの排出量 

本計画の最新年度（平成3 0 年度）における温室効果ガスの排出量は次のと おりです。 

 

  

図 3   温室効果ガス別の排出割合（平成3 0 年度） 

 

図３に示すよう に、温室効果ガスの種類と しては、二酸化炭素が9 3 .9 ％を 占めてい

ます。 

表 4   温室効果ガス排出量（ガス別・平成3 0 年度） 

項 目 単位 二酸化炭素 メ タン 一酸化二窒素 

各温室効果ガスの排出量 k g  6 ,6 3 7 ,2 5 7   3 ,3 0 0   1 ,1 6 9   

二酸化炭素換算値 k g -C O 2  － 6 9 ,2 9 9   3 6 2 ,3 0 1   

温室効果ガスの総排出量 k g -C O 2  7 , 0 6 8 , 8 5 7  

  

平成3 0 年度の温室効果ガス排出量 
 

7 ,0 6 8 ,8 5 7 k g -CO 2  
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温室効果ガス排出量は、前計画の基準年度（平成19 年度）から平成2 3 年度にかけて

減少し、その後増加傾向が見られるも のの、基準年度より低い水準で推移しています。

平成3 0 年度の温室効果ガス排出量は、基準年度から6 ％減少しています。計画期間中

最も 排出量の多かった平成2 9 年度でも基準年度比-3 ％であったこと から、平成3 1年

度の排出量も、前計画の目標（基準年度比-1％）を達成する見込みです。 

 

 
図 4   温室効果ガス排出量の推移 

 

部門別では、教育機関が最も多く 、次いで上下水道施設、社会教育施設の順で、この

3 分野で全体の約8 0 ％を占めます。 

教育機関では、平成2 5 年度から小中学校に熱中症予防のために空調を導入しました

が、総排出量への影響は見られません。基準年度では、瑞穂市一般廃棄物焼却施設にお

いて、可燃性プラスチック類を焼却していましたが、現在では可燃ごみを西濃環境整備

組合により西濃環境保全センターにおいて焼却処理しています。基準年度からの削減量

は、この可燃性プラスチック類の焼却がなく なったこと が大きく 影響しました。 

 

図 5   温室効果ガス排出部門別の内訳 
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注：「その他」は、公園・駐車場等、公用車、廃棄物処理施設等が含まれる。 

図 6   温室効果ガス排出部門別の推移 

 

排出源別でみると 、7 4 ％を電気が占めています。電気は、ほと んどの施設で、照明、

空調、O A機器など様々な用途で使用さ れています。 

基準年度からの削減量は、ごみの焼却（可燃性プラスチック類の焼却）がなく なったこ

と が大きく 影響しました。 

このほか、電気は微増、都市ガスが減少し、LPGが増加しています。LPG は、大半を給

食センターからの排出が占めています。 

 

 
図 7   温室効果ガス排出源別の割合（平成3 0 年度） 
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注：「その他」は、ガソリン、軽油、A重油、自動車の走行（メ タン、一酸化二窒素）、家畜の飼育が含まれる。 

図 8   温室効果ガス排出源別の推移 

 

 

温室効果ガス排出量の削減に向け、最も効果があると 考えられるのは、排出量全体に

占める割合が高く 、かつ関係する施設が多い電気使用量の抑制です。 

電気の使用量は、平成2 3 年度に最も削減できました。この年は、東日本大震災と 、そ

れに続く 原子力発電所の事故の発生により、全国的に節電意識が高まりました。照明時

間、範囲の見直し、待機電源のオフなど、職員や市民の努力の結果と いえます。今後も、

住民サービスの質を低下さ せること なく 、省エネルギー化、施設におけるエネルギー効

率の向上などの対策を講ずること と 併せて、職員一人ひと りによる省エネルギー、省資

源の取り組みを進めていく こと が今後の課題と なります。 

なお、電気は、発電所が使用する燃料の内訳により排出係数が変化します。本市の電

力の購入先である中部電力株式会社の排出係数は、平成2 3 年度に急増した後に低下し

て、平成2 9 年度以降は平成2 3 年度以前の水準で推移しています。本計画では、電気の

排出係数を固定して計算していますが、中部電力は基準年度と 目標年度で排出係数が

同水準になったこと から、排出係数の影響を考慮して削減目標の達成状況を再検討す

る必要はないと 判断できます。 

 

 

図 9   電気の排出係数の推移（中部電力） 
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図 10   電気による温室効果ガス排出量の推移（排出係数の比較） 
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表 5   平成２6 年度から平成3 0 年度の部門別の推移 

（単位：k g -CO 2 ） 

排出年度 

部門 

( 平成 19 )  

基準年度 
平成 2 6  平成 2 7  平成 2 8  平成 2 9  平成 3 0  

※1 

削減率 

庁舎 4 2 7 ,5 3 1  3 6 6 ,3 8 8  3 4 2 ,5 2 5  3 6 6 ,6 8 5  3 8 3 ,2 4 4  3 3 2 ,0 3 0  2 2 %  

教育機関 1 ,8 7 8 ,2 5 1  2 ,3 6 1 ,8 8 3  2 ,1 6 4 ,5 2 5  2 ,2 4 5 ,5 2 2  2 ,2 9 1 ,5 2 8  2 ,2 6 8 ,0 2 9  △2 1%  

社会教育施設 1 ,7 7 7 ,9 5 0  1 ,3 7 9 ,5 5 2  1 ,3 9 7 ,9 9 0  1 ,5 0 6 ,1 2 7  1 ,6 5 4 ,7 7 8  1 ,5 7 6 ,5 0 7  11%  

福祉施設 3 14 ,12 8  3 3 5 ,13 3  3 4 9 ,5 2 7  3 9 7 ,6 15  4 0 7 ,0 6 7  4 18 ,4 0 6  △3 3 %  

廃棄物処理 
施設等 9 7 6 ,6 2 2  14 5 ,2 0 5  15 0 ,4 8 5  15 8 ,5 3 9  16 7 ,7 4 0  16 3 ,0 4 3  8 3 %  

上下水道施設 1 ,6 4 7 ,4 0 0  1 ,7 9 2 ,9 8 8  1 ,8 0 2 ,8 4 6  1 ,7 4 9 ,5 7 8  1 ,8 8 8 ,0 19  1 ,8 2 7 ,0 0 2  △11%  

公園・駐車場等 10 5 ,3 0 6  115 ,5 7 7  10 7 ,0 5 4  10 4 ,4 0 8  117 ,9 7 2  116 ,6 7 1  △11%  

防災・防犯施設 3 0 7 ,2 8 3  2 3 1 ,4 9 6  2 2 3 ,4 6 7  2 8 3 ,6 9 9  3 16 ,1 8 4  2 7 6 ,7 8 4  10 %  

公用車 119 ,6 5 3  9 4 ,9 4 5  9 0 ,7 5 0  9 4 ,9 6 8  9 1 ,7 4 7  9 0 ,3 8 5  2 4 %  

合 計 7 ,5 5 4 ,12 5  6 ,8 2 3 ,1 6 5  6 ,6 2 9 ,1 6 8  6 ,9 0 7 ,1 4 1  7 ,3 18 ,2 7 9  7 ,0 6 8 ,8 5 7  6 %  

※１ 基準年度（平成19 年度）に対しての削減率 

 

表 6   平成2 6 年度から平成3 0 年度までの排出源別の推移 

（単位：k g -CO 2 ） 

排出年度 

排出源 
基準年度 平成 2 6  平成 2 7  平成 2 8  平成 2 9  平成 3 0  

電気使用量 4 ,8 9 8 ,3 3 7  5 ,0 0 4 ,2 6 2  4 ,9 14 ,8 7 7  5 ,10 6 ,9 2 7  5 ,4 2 9 ,0 13  5 ,2 3 2 ,0 7 7  

燃
料
使
用
量 

ガソリン 6 5 ,17 7  7 1 ,8 8 1  6 8 ,7 0 2  7 0 ,3 9 2  6 6 ,9 3 1  6 8 ,0 15   

軽油 5 1 ,2 2 1  4 3 ,4 9 3  4 1 ,10 7  3 0 ,6 6 7  3 3 ,2 7 6  3 4 ,4 5 4   

灯油 10 7 ,0 4 0  16 0 ,2 0 4  15 4 ,17 6  17 7 ,7 9 2  17 9 ,4 0 8  18 4 ,2 8 6   

Ａ重油 4 8 3 ,6 6 9  13 5  0  0  1 ,9 7 8  2 ,3 0 3   

液化石油ガス

（LPG ） 
3 3 0 ,6 2 9  7 7 7 ,16 5  7 2 5 ,2 6 7  7 6 4 ,8 4 1  7 6 7 ,7 8 2  7 7 8 ,6 19   

都市ガス 6 8 1 ,6 0 2  3 4 1 ,9 7 1  3 0 3 ,1 7 4  3 3 7 ,0 3 1  4 13 ,5 4 5  3 4 0 ,9 3 5  

ごみの焼却 5 3 0 ,13 6  0  0  0  0  0  

自動車の走行 3 ,3 7 3  3 ,4 0 9  3 ,3 3 5  3 ,4 7 4  3 ,3 7 4  3 ,4 14  

生活排水 3 9 9 ,3 8 4  4 2 0 ,2 7 6  4 18 ,5 3 0  4 16 ,0 16  4 2 2 ,9 7 4  4 2 4 ,7 5 2  

家畜の飼育（鶏） 3 ,5 5 6  3 6 8  0  0  0  0  

水の使用量（参考） - - - - - - 

合計 7 ,5 5 4 ,1 2 5  6 ,8 2 3 ,16 5  6 ,6 2 9 ,1 6 8  6 ,9 0 7 ,14 1  7 ,3 18 ,2 7 9  7 ,0 6 8 ,8 5 7  

削減率※２ - 9 .7 ％ 12 .2 ％ 8 .6 ％ 3 .1％ 6 .4 ％ 

※2  基準年度（平成19 年度）に対しての削減率 
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表 7 （１）  温室効果ガス排出量の内訳（平成2 6 年度） 

 

 

表 7 （2 ）  温室効果ガス排出量の内訳（平成2 7 年度） 

 

  

排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量

( k g -C O 2 /単位） ( k g ) ( k g -C H 4 /単位） ( k g ) ( k g -N 2 O /単位） ( k g )

9 , 0 1 6 , 6 8 8 kW h 0 .5 5 5 5 ,0 0 4 ,2 6 2 － － － －

ガソリン 3 0 , 9 6 1 L 2 .3 2 16 6 0 7 1,8 8 1 － － － －

軽油 16 , 6 0 5 L 2 .6 19 2 4 7 4 3 , 4 9 3 － － － －

灯油 6 3 , 9 9 6 L 2 . 4 8 9 4 8 3 15 9 ,3 17 0 .0 0 0 3 5 2 2 0 . 0 0 0 0 2 1 1.3

Ａ重油 5 0 L 2 . 7 0 9 6 3 0 13 5 － － － －

液化石油ガス（LP G ） 2 5 8 ,4 9 4 k g 3 . 0 0 0 2 8 7 7 7 5 ,5 5 6 0 .0 0 0 2 3 5 9 0 .0 0 0 0 0 4 5 1.2

都市ガス 16 4 , 0 5 0 ｍ
3 2 . 0 7 9 6 6 0 3 4 1 ,16 8 0 .0 0 0 18 3 0 0 .0 0 0 0 0 3 6 0 .6

4 0 9 ,5 8 0 km － － 車種により変動 6 車種により変動 11

5 9 7 ,3 3 0 ｍ
3 － － 0 .0 0 0 8 8 5 2 6 0 . 0 0 0 16 9 6

4 ,7 6 0 人槽 － － 0 .5 5 2 ,6 18 0 .2 2 1,0 4 7

0 ｔ 2 ,6 9 5 0 0 .0 7 5 0 0 .0 7 12 0

3 羽 － － 0 .0 3 8 0 0 .3 9 3 1

16 4 , 5 0 3 ｍ
3 － － － － － －

k g

k g -CO 2

k g -CO 2

排出源

活動量 二酸化炭素 メ タン 一酸化二窒素

使用量 単位

電気使用量

燃
料
使

用
量

自動車の走行距離

生活排水の処理量

浄化槽の使用人数

一般廃棄物の焼却量

家畜の飼育（鶏）

水の使用量（参考）

各温室効果ガスの排出量 6 ,3 9 5 , 8 13 3 ,2 6 1 1, 15 8

二酸化炭素換算値 － 6 8 ,4 9 0 3 5 8 , 8 6 2

温室効果ガスの総排出量 6 ,8 2 3 ,16 5

排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量

( k g -C O 2 /単位） ( k g ) ( k g -C H 4 /単位） ( k g ) ( k g -N 2 O /単位） ( k g )

8 ,8 5 5 ,6 3 4 kW h 0 .5 5 5 4 ,9 1 4 ,8 7 7 － － － －

ガソリン 2 9 , 5 9 2 L 2 .3 2 16 6 0 6 8 , 7 0 2 － － － －

軽油 15 , 6 9 4 L 2 .6 19 2 4 7 4 1, 10 7 － － － －

灯油 6 1, 5 8 8 L 2 . 4 8 9 4 8 3 15 3 ,3 2 2 0 .0 0 0 3 5 2 2 0 . 0 0 0 0 2 1 1.3

Ａ重油 0 L 2 . 7 0 9 6 3 0 0 － － － －

液化石油ガス（LP G ） 2 4 1, 2 3 2 k g 3 . 0 0 0 2 8 7 7 2 3 ,7 6 5 0 .0 0 0 2 3 5 5 0 .0 0 0 0 0 4 5 1. 1

都市ガス 14 5 , 4 3 8 ｍ
3 2 . 0 7 9 6 6 0 3 0 2 ,4 6 2 0 .0 0 0 18 2 6 0 .0 0 0 0 0 3 6 0 .5

4 0 1,3 18 km － － 車種により変動 6 車種により変動 10

5 9 0 ,4 3 0 ｍ
3 － － 0 .0 0 0 8 8 5 2 0 0 . 0 0 0 16 9 4

4 ,7 4 4 人槽 － － 0 .5 5 2 ,6 0 9 0 .2 2 1,0 4 4

0 ｔ 2 ,6 9 5 0 0 .0 7 5 0 0 .0 7 12 0

0 羽 － － 0 .0 3 8 0 0 .3 9 3 0

15 0 , 9 4 7 ｍ
3 － － － － － －

k g

k g -CO 2

k g -CO 2

排出源

活動量 二酸化炭素 メ タン 一酸化二窒素

使用量 単位

電気使用量

燃

料
使
用

量

自動車の走行距離

生活排水の処理量

浄化槽の使用人数

一般廃棄物の焼却量

家畜の飼育（鶏）

水の使用量（参考）

各温室効果ガスの排出量 6 ,2 0 4 , 2 3 6 3 ,2 3 8 1, 15 1

二酸化炭素換算値 － 6 8 ,0 0 1 3 5 6 , 9 3 1

温室効果ガスの総排出量 6 ,6 2 9 ,16 8
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表 7 （3 ）  温室効果ガス排出量の内訳（平成2 8 年度） 

 

 

表 7 （4 ）  温室効果ガス排出量の内訳（平成2 9 年度） 

 

  

排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量

( k g -C O 2 /単位） ( k g ) ( k g -C H 4 /単位） ( k g ) ( k g -N 2 O /単位） ( k g )

電気使用量 9 ,2 0 1 , 6 7 1 kW h 0 .5 5 5 5 ,10 6 ,9 2 7 － － － －

ガソリン 3 1,19 3 L 2 .3 2 16 6 0 7 0 , 3 9 2 － － － －

軽油 16 , 0 7 7 L 2 .6 19 2 4 7 3 0 , 6 6 7 － － － －

灯油 7 1, 0 6 2 L 2 . 4 8 9 4 8 3 17 6 ,8 0 8 0 .0 0 0 3 5 2 5 0 . 0 0 0 0 2 1 1.5

Ａ重油 0 L 2 . 7 0 9 6 3 0 0 － － － －

液化石油ガス（LP G ） 2 5 4 ,3 9 5 k g 3 . 0 0 0 2 8 7 7 6 3 ,2 5 7 0 .0 0 0 2 3 5 9 0 .0 0 0 0 0 4 5 1. 1

都市ガス 16 1, 6 8 0 ｍ3 2 . 0 7 9 6 6 0 3 3 6 ,2 3 9 0 .0 0 0 18 2 9 0 .0 0 0 0 0 3 6 0 .6

自動車の走行距離 1 ,7 9 3 , 7 5 2 km － － 車種により変動 7 車種により変動 11

生活排水の処理量 5 8 0 ,4 4 5 ｍ
3 － － 0 .0 0 0 8 8 5 11 0 .0 0 0 16 9 3

浄化槽の使用人数 4 ,7 2 8 人槽 － － 0 .5 5 2 ,5 9 7 0 .2 2 1,0 3 9

一般廃棄物の焼却量 0 ｔ 2 ,6 9 5 0 0 .0 7 5 0 0 .0 7 12 0

家畜の飼育（鶏） 0 羽 － － 0 .0 3 8 0 0 .3 9 3 0

水の使用量（参考） 14 7 , 14 6 ｍ
3 － － － － － －

k g

k g -CO 2

k g -CO 2

燃

料
使

用
量

単位使用量

排出源

一酸化二窒素メ タン二酸化炭素活動量

1,14 53 ,2 2 76 ,4 8 4 , 2 9 2各温室効果ガスの排出量

6 ,9 0 7 ,14 1温室効果ガスの総排出量

3 5 5 , 0 8 96 7 ,7 6 1－二酸化炭素換算値

排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量

( k g -C O 2 /単位） ( k g ) ( k g -C H 4 /単位） ( k g ) ( k g -N 2 O /単位） ( k g )

電気使用量 9 ,7 8 2 ,0 0 5 kW h 0 .5 5 5 5 ,4 2 9 ,0 13 － － － －

ガソリン 2 9 , 9 0 1 L 2 .3 2 16 6 0 6 6 ,9 3 1 － － － －

軽油 17 ,2 5 1 L 2 .6 19 2 4 7 3 3 , 2 7 6 － － － －

灯油 7 1, 7 0 7 L 2 . 4 8 9 4 8 3 17 8 ,4 14 0 .0 0 0 3 5 2 5 0 . 0 0 0 0 2 1 1.5

Ａ重油 7 3 0 L 2 . 7 0 9 6 3 0 1, 9 7 8 － － － －

液化石油ガス（LP G ） 2 5 5 ,3 7 3 k g 3 . 0 0 0 2 8 7 7 6 6 ,19 2 0 .0 0 0 2 3 5 9 0 .0 0 0 0 0 4 5 1. 1

都市ガス 19 8 , 3 8 5 ｍ
3 2 . 0 7 9 6 6 0 4 12 ,5 7 3 0 .0 0 0 18 3 6 0 .0 0 0 0 0 3 6 0 .7

自動車の走行距離 2 17 , 7 10 km － － 車種により変動 7 車種により変動 10

生活排水の処理量 5 9 2 ,4 4 9 ｍ
3 － － 0 .0 0 0 8 8 5 2 1 0 . 0 0 0 16 9 5

浄化槽の使用人数 4 ,9 3 5 人槽 － － 0 .5 5 2 ,6 3 9 0 .2 2 1,0 5 6

一般廃棄物の焼却量 0 ｔ 2 ,6 9 5 0 0 .0 7 5 0 0 .0 7 12 0

家畜の飼育（鶏） 0 羽 － － 0 .0 3 8 0 0 .3 9 3 0

水の使用量（参考） 14 4 , 4 18 ｍ
3 － － － － － －

k g

k g -CO 2

k g -CO 2温室効果ガスの総排出量 7 ,3 18 ,2 7 9

燃
料
使

用
量

各温室効果ガスの排出量 6 ,8 8 8 , 3 7 7 3 ,2 8 7 1, 16 4

二酸化炭素換算値 － 6 9 ,0 2 1 3 6 0 , 8 8 1

排出源

活動量 二酸化炭素 メ タン 一酸化二窒素

使用量 単位
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表 7 （5 ）  温室効果ガス排出量の内訳（平成3 0 年度） 

 

 

  

排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量

( k g -C O 2 /単位） ( k g ) ( k g -C H 4 /単位） ( k g ) ( k g -N 2 O /単位） ( k g )

電気使用量 9 , 4 2 7 , 1 6 6 kW h 0 .5 5 5 5 ,2 3 2 ,0 7 7 － － － －

ガソリン 2 9 , 2 9 6 L 2 .3 2 16 6 0 6 8 ,0 15 － － － －

軽油 17 , 4 2 7 L 2 .6 19 2 4 7 3 4 , 4 5 4 － － － －

灯油 7 3 , 6 5 1 L 2 . 4 8 9 4 8 3 18 3 ,2 6 6 0 .0 0 0 3 5 2 6 0 . 0 0 0 0 2 1 1.5

Ａ重油 8 5 0 L 2 . 7 0 9 6 3 0 2 , 3 0 3 － － － －

液化石油ガス（LP G ） 2 5 8 ,9 7 8 k g 3 . 0 0 0 2 8 7 7 7 7 ,0 0 7 0 .0 0 0 2 3 6 0 0 .0 0 0 0 0 4 5 1.2

都市ガス 16 3 , 5 5 3 ｍ3 2 . 0 7 9 6 6 0 3 4 0 ,13 5 0 .0 0 0 18 2 9 0 .0 0 0 0 0 3 6 0 .6

自動車の走行距離 6 3 1, 3 7 5 km － － 車種により変動 8 車種により変動 10

生活排水の処理量 6 0 4 , 5 10 ｍ
3 － － 0 .0 0 0 8 8 5 3 2 0 . 0 0 0 16 9 7

浄化槽の使用人数 4 ,9 4 7 人槽 － － 0 .5 5 2 ,6 4 6 0 .2 2 1,0 5 8

一般廃棄物の焼却量 0 ｔ 2 ,6 9 5 0 0 .0 7 5 0 0 .0 7 12 0

家畜の飼育（鶏） 0 羽 － － 0 .0 3 8 0 0 .3 9 3 0

水の使用量（参考） 15 3 , 5 4 1 ｍ
3 － － － － － －

k g

k g -CO 2

k g -CO 2

6 9 ,2 9 9 3 6 2 , 3 0 1

排出源

活動量 二酸化炭素 メ タン 一酸化二窒素

使用量 単位

温室効果ガスの総排出量 7 ,0 6 8 ,8 5 7

燃

料
使

用
量

各温室効果ガスの排出量 6 ,6 3 7 , 2 5 7 3 ,3 0 0 1, 16 9

二酸化炭素換算値 －
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（２）公共施設における取組の状況 

公共施設のう ち、エネルギー使用量が多い施設から4 施設を選び、取組の状況を現地確

認しました。 

表 8   現地確認した施設と 調査日 

部門 担当課 対 象 調査日 

教育機関 教育総務課 瑞穂市給食センター 令和 1 年 9 月 10 日（火） 

上下水道施設 上水道課 別府水源地 

社会教育施設 生涯学習課 総合センター 

庁舎 財務情報課 瑞穂市役所 令和 1 年 9 月 11 日（水） 

 

概ね、不要箇所の消灯や照明の間引き などは実施さ れていましたが、空調の運用ル

ールが曖昧、節電・節水が周知さ れていない等の問題が確認さ れました。 

その点を踏まえ、他施設でも水平展開可能な対策は次のと おりです。 

 

■空調 

・訪れる利用者への配慮も必要なので、空調は設定温度だけでなく 、室温も 確認しな

がら適切に運転する。 

・稼働さ せる基準には、その日の予想最高気温・最低気温や不快指数などを目安にす

る。 

・風除室が設置さ れていない施設では、冬季は動線（出入口）を工夫して、風が入りに

く く すること が考えられる。 

・クールビズに比べて、冬季のウォームビズは認知度が低いと 考えられる。ウォームビ

ズの周知をして、利用者の協力を得ながら暖房負荷を下げる。 

・大きな窓ガラス面がある場合、断熱シートを導入して空調負荷を下げる。 

・瑞穂市役所のよう に空調が更新時期に来ているものは、可能な限り省エネ性能の高

い設備を導入してランニングコストを減らす。 

 

■換気 

・換気に全熱交換器を使用している場合は、冷暖房時には通常換気ではなく 熱交換モ

ードで使用する。 

・室内の二酸化炭素濃度を管理して外気の導入量を適切に調整する。 

 

■照明 

・必要な箇所のみ点灯するために、スイッチに点灯範囲を明示する。 

・退出時に消し忘れがないよう 、チェックリストを作成し、活用する。 

・高効率照明は、点灯時間の長いも のへの導入が有効。常時点灯している誘導灯は、

条件が整えば電気を使わない蓄光型も導入する。 

・窓に面している廊下は、間引きや、日中は点灯しないと いう ルールを導入する。 
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・人通りの少ない通路では、簡易な人感センサー付きLED 照明を併用し、照明の負荷

を下げる。 

 

■その他 

・離席時のパソコン・モニタの電源オフを徹底するよう 、張り紙等で明示する。 

・温水を利用する施設では、配管の断熱を見直したり、衛生上可能な範囲で給湯温度

を下げる。 

・冬季にストーブを使用する場合、サーキュレーター等で撹拌すると 、温度ムラがなく

なる。 

・水源地では、飲料水を 確保するため、設備を 常時運転する必要がある。省エネ化を

進めるにあたり、本市の水道事情から補助金の利用による設備更新が難しいこと か

ら、機械の負荷を減らすため市民で節水に協力していただく 必要がある。 

 

   

  

一部消灯している総合センターロビー 

 

照明の範囲を明示している瑞穂市役所のスイッチ 

 

  

全消灯している給食センター廊下（採光窓がある） 瑞穂市役所のLED 照明 
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  第３章 削減目標   

（１）温室効果ガス総排出量の削減に関する目標 

本計画の実施により、本市の事務及び事業から排出さ れる温室効果ガスの総排出量

の削減目標を次に掲げるとおりとします。 

 

削  減  目  標 

 

 

（２）総排出量の削減目標設定の考え方 

温室効果ガス総排出量の削減目標の設定は、４頁に示す対象ガスと 関連する活動を

把握し、関連する活動に対して、環境配慮項目を決定します。 

次に、表 9 に示す決定さ れた環境配慮項目ごと に目標設定を行い、それらを集約し

て全体的な温室効果ガス総排出量の削減目標数値を決定します。 

 

 

    

 

 

図 11 削減目標設定の考え方 

 

環境配慮項目 目標の設定 

 

全体的な温室効果ガス総排出量の削減目標数値を決定 

 

基準年度を平成１９年度と し、令和6 年度までに、 

温室効果ガス総排出量を基準年度から ８％ 削減すること を目標と します。 

対象ガス 

・二酸化炭素 
・メタン 

・一酸化二窒素 

 

関連する活動 

・電気の使用 
・各種燃料の使用 
・自動車の走行 等 
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（３）環境配慮項目と 目標 

① 地球温暖化対策に係る環境配慮項目と 目標 

温室効果ガス総排出量の削減目標「8 ％」を達成するため、環境配慮項目と それに対

応する施設ごと の目標値を集計した全体目標を表 9 のと おり掲げ、本計画を推進しま

す。 

なお、運用改善や老朽化に伴う 設備更新だけでは、大幅な削減量が見込めないと い

う 結果になりました。今後は、公共施設の管理施設や災害対策の際に環境面も配慮した

設備更新を検討します。 

表 9  平成１９年度を基準年度と した令和6 年度の目標 

環境配慮項目 目標 

① 電気の使用量 5 ％の増加にと どめる（平成3 0 年度から2 ％削減）。 

② 各種燃料の使用量  

ａ ガソリン 4 ％削減する（平成3 0 年度から 8 ％削減）。 

ｂ 軽油 3 5 ％削減する（平成3 0 年度から3 ％削減）。 

ｃ 灯油 7 2 ％削減する（平成3 0 年度から現状維持）。 

ｄ Ａ重油 10 0 ％削減する（平成3 0 年度から現状維持）。 

ｅ  液化石油ガス（ＬＰＧ） 13 5 ％増加にと どめる（平成3 0 年度から現状維持）。 

ｆ  都市ガス 5 2 ％削減する（平成3 0 年度から4 ％削減）。 

③ 自動車の走行距離 5 ％の増加にと どめる（平成3 0 年度から現状維持）。 

注：施設の廃止及び新設のため、基準年度から平成3 0 年度にかけて、A重油の使用量は約10 0 ％減少、液

化石油ガス（LPG ）は同13 5 ％増加しました。なお、A重油の使用量は、0 （ゼロ）の年（H 2 5 ,H 2 7 ,H 2 8 ）

があり、目標を9 9 .5 ％ではなく 、他燃料と 同様の整数表記と した10 0 ％削減と しています。 

 

② その他の環境配慮項目 

間接的に地球温暖化対策につながる環境配慮項目を表 10 のと おり掲げ、環境負荷

の低減を図ります。 

表 10  その他の環境配慮項目 

環境配慮項目 

① グリーン購入を推進する。 

② 用紙類の使用量を削減する。 

③ 庁舎等から排出さ れる廃棄物の減量化を図る。 

④ 水道水の使用量を削減するため、節水を呼びかける。 

⑤ 公共事業において温室効果ガスの排出抑制を図る。 
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③ SD G s（持続可能な開発目標（Su s t a in a b l e  D e ve l o p m e n t  G o a l s ））と の関係 

SD G s は、平成2 7 年9 月の国連サミ ッ ト で採択さ れた「持続可能な 開発のための

2 0 3 0 アジェンダ」に記載さ れた国際目標です。「誰一人取り残さ ない」世界の実現のた

めに、2 0 3 0 年を期限と した、17 のゴールと 16 9 のターゲットからなります。我が国で

は、内閣に持続可能な開発目標（SD Gs）推進本部を設置し、関係行政機関相互の連携

を図り、施策を推進しています。 

我が国の環境行政は、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を目指

す環境基本法に則って行われています。SD G sには環境に関連するゴールが多く 、本市

においても、環境配慮項目に取り組むこと により、次のゴールの達成に貢献します。 

 

表 11  本計画における取り組みの内容と ゴールと の関係 

ゴール 市の取り組み 

 

すべての人々の、安価か

つ信頼で き る 持続可能

な近代的エネルギーへの

アクセスを確保する 

・公共施設に太陽光発電を 導入し、発電した電気

を施設で使用する。 

・再生可能エネルギーを 利用した排出係数の低い

（あるいはゼロ）電力を調達する。 

 

強靱（レジリ エント ）な イ

ンフ ラ 構築、包摂的かつ

持続可能な 産業化の促

進及びイノ ベーショ ンの

推進を図る 

・エネルギー効率が良い製品（LED 照明、高効率給

湯器、O A 機器等）や、詰替え・付け替え、長寿命

など環境に配慮した製品を調達する。 

・公用車に次世代自動車を 導入する。 

 

包摂的で 安全かつ強靱

( レジリ エント ）で 持続可

能な 都市及び人間居住

を実現する 

・省エネ設備の導入や高断熱化によ り 、公共施設

のエネルギー効率を向上さ せる。 

 

持続可能な 生産消費形

態を 確保する 

・廃棄物の発生抑制、廃棄物の削減、再生利用及

び再利用に努める （特に資料の電子化など によ

り用紙使用量を削減する。）。 

・エネルギー効率が良い製品（LED 照明、高効率給

湯器、O A 機器等）や、詰替え・付け替え、長寿命

など環境に配慮した製品を調達する。【再掲】 

 

気候変動及びその影響

を 軽減する た めの緊急

対策を講じ る 

・あら ゆる 対策によ り 、温室効果ガス排出量の削

減に努める（省エネ、節水、廃棄物の削減、公用車

の走行距離の削減等）。 

 

 

持続可能な 開発のため

の実施手段を 強化し、グ

ロ ーバル・パート ナーシ

ップを 活性化する 

・本計画を着実に推進する。 

 

注：17 の全ゴールは資料5 を参照。 
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  第４章 取り組み 

（１）地球温暖化対策に係る取り 組み 

環境配慮項目の目標達成のため、どのよう な手段を取るのかを「取り組み」と して定

め、進捗を管理します。 

 

表 12 ( 1 )  電気使用に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 

離席時など不要な照明の消灯を徹底 

離席時にＯＡ機器などの不要な電力を削減（主に待機電力の削減） 

クールビズの推進（夏季における軽装） 

ウォームビズの推進（冬季における暖かな装い） 

ブラインドやカーテンの有効利用 

購   入 

電気使用量の少ないＯＡ機器や電灯などの選択 

高効率照明への買い換えを順次実施 

消し忘れ防止のためのタイマーやセンサーの導入 

施設の管理 

空調設備の温度設定を 適温化（冷房２８度、暖房２０度を 目安） 

空調使用時の窓・出入口の開放禁止 

全熱交換器の適切な運用 

エアコン・空調機のこまめなフィ ルター掃除 

照明設置箇所の見直し（蛍光灯本数の削減） 

施設の整備 

断熱性能に優れた窓ガラス（ペアガラス、二重ガラス等）を 導入 

上記導入が難しい場合には、遮熱・断熱フィ ルムの導入 

エネルギー消費量のより 少ない建築設備や太陽光発電や風力発電など

の自然エネルギー設備の導入 

 

  



第３次地球温暖化対策実行計画 

- 2 4  -  

 

表 12 ( ２)  各種燃料使用量に対する取り組み（自動車に使用する燃料） 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 

公用車を 利用する際のエコドライブの徹底 

公用車以外の交通手段の活用 

本庁舎－巣南庁舎間の定期便の設定 

自転車利用の推進 

公用車の管理 タイヤの空気圧等公用車の定期点検の実施 

購   入 ハイブリッドカーや軽自動車等の環境負荷が少ない車への更新 

 

 

表 12 （3 ） 各種燃料使用量に対する取り組み（主に冷暖房に使用する燃料） 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 

クールビズの推進【再掲】 

ウォームビズの推進【再掲】 

ブラインドやカーテンの有効利用【再掲】 

購   入 エネルギー消費量が少ない機器などの選択 

施設の管理 

空調設備の温度設定を 適温化（冷房２８度、暖房２０度を目安）【再掲】 

空調使用時の窓・出入口の開放禁止【再掲】 

エアコン・空調機のこまめなフィ ルター掃除【再掲】 

施設の整備 エネルギー消費量のより少ない設備の導入 

 

表 12 （4 ） ごみの焼却量に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

施   策 
容器包装リサイクル法に基づく ペットボトル及びその他プラスチック製容

器の分別収集・資源化 
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表 12 （5 ） 自動車の走行距離に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 

公用車を利用する際のエコドライブの徹底【再掲】 

公用車以外の交通手段の活用【再掲】 

本庁舎－巣南庁舎間の定期便の設定【再掲】 

自転車利用の推進【再掲】 

公用車の管理 タイヤの空気圧等公用車の定期点検の実施【再掲】 

購   入 ハイブリッドカーや軽自動車等の環境負荷が少ない車へ更新【再掲】 

 

（２）その他環境配慮項目に係る取り 組み 

その他環境配慮項目に係る取り組みは、次のと おりです。 

 

表 13 ( 1 )  グリーン購入推進に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

購   入 
用紙類（コピー用紙・印刷用紙）は再生紙を利用 

事務用品などの購入における環境配慮製品の優先使用 

 

表 13 ( 2 )  用紙類の使用に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 
コピー用紙の使用量の削減 

印刷用紙の使用量を最適量にする 

 

表 13 ( 3 )  庁舎等における廃棄物の減量に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 製品の再資源化の向上 

購   入 製品の購入・使用に対して廃棄物の減量化に繋がる配慮の実施 
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表 13 ( 4 )  水道水の使用に対する取り組み 

項   目 取 り  組 み 

使用・行動 節水活動の推進 

設備の整備 節水に効果のある設備・器具の導入 

 

表 13 ( 5 )  公共事業において温室効果ガスの排出の抑制を図る取り組み 

項   目 取 り  組 み 

設計・施工 

建設副産物のリサイクル化の推進 

リサイクル材料・素材の選択 

省エネ・省資源に配慮した材料・素材の選択 

施設の整備 屋上緑化や壁面緑化など、周辺の緑化を考慮した施設整備 

 

 

（３）施設の統廃合・更新の影響 

令和元年度現在、新庁舎建設を検討中です。老朽化した穂積庁舎、巣南庁舎及びその

他の公共施設の統合による効率化と 施設規模の適正化を行う 予定で、供用は本計画の

目標年度以降と なります。 

仮に、現在２箇所に分かれている庁舎（穂積、巣南）と 、穂積庁舎に近接する市民セン

ターを統合し、想定さ れる施設の規模（延床面積約13 ,0 0 0 ㎡）と なった場合、延床面積

は約9 ％減少します。詳しい用途は検討中ですが、設備の省エネ対策が進むと 考えられ

ること から、現在の3 施設で最も低い排出原単位を用いると 、温室効果ガス排出量は平

成3 0 年度合計の2 .4 ％削減に寄与します。 

 

表 14  庁舎統合の想定 

      温室効果ガス 

排出量 

（k g -C O 2 )  

温室効果ガス 

排出原単位 

（k g -C O 2 /㎡)  

  建築年 延床面積 

    （㎡） 

穂積庁舎 19 6 5 ～ 6 ,13 2  2 0 0 ,3 18   3 2 .7   

巣南庁舎 19 8 7 ～ 3 ,6 3 1  8 4 ,5 2 5   2 3 .3   

市民センター 19 7 4 ～ 4 ,5 9 8  18 7 ,3 9 3   4 0 .8   

合 計 － 14 ,3 6 2  4 7 2 ,2 3 6  3 2 .9   

資料：「平成2 8 年度瑞穂市建物系公共施設個別施設計画」（平成2 9 年3 月） 
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表 15  庁舎統合による温室効果ガス排出量（試算） 

延床面積 原単位 削減見込み 
平成3 0 年度 

排出量合計に 

対する割合 

温室効果ガス

排出量 

（㎡） （k g -C O 2 /㎡)  （k g -C O 2 )  （k g -C O 2 )  

1 3 ,0 0 0  2 3 .3  1 6 9 ,6 10  2 .4 %  3 0 2 ,6 2 6  

資料：「瑞穂市 新庁舎建設基本構想」（平成3 1年3 月）P.12  

 

新庁舎の建物や設備は省エネ化が進むと 考えられますが、吹き 抜けや広いガラス面

など意匠に凝ったため空調のロスが多く なり 、LED 導入により 消し忘れへの意識が低

下し、かえって建て替えによりエネルギー使用量が増える事例があります。 

新庁舎は、省エネにも十分配慮し、ランニングコストを抑えた設計と します。 
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  第５章 計画の推進  

（１）推進体制 

計画の推進を図るために、各課に地球温暖化対策担当者を配置しています。 

地球温暖化対策担当者は、課内において計画に掲げる「地球温暖化対策に係る取り

組み」「その他環境配慮項目に係る取り組み」について周知徹底さ せ、職場や地域・家庭

での実践を推進すると と もに、その実施状況を把握するものと します。 

事務局は環境課と し、職員に対する情報提供や研修を行い、実施状況の取りまと め及

び行動結果の公表にあたっての取りまと め、その他必要な事務を行います。 

 

（２）点検・評価 

地球温暖化対策担当者は、実施状況を毎年度事務局（環境課）に報告すると と も に、

行動内容の点検・評価及び見直しを行い、必要な場合には新たな取り組みを行う ものと

します。 

 

図 12  ＰＤＣＡサイクル 

 

（３）計画の見直し 

事務局は、地球温暖化防止を取り巻く 社会情勢や本計画の運用管理状況、評価・点検

結果等を考慮し、必要に応じて本計画の見直しを行います。 

 

（４）行動結果の公表 

毎年度本計画に基づく 計画の推進状況や実績等を、広報みずほやホームページ等に

掲載し、公表します。 

 
・目標 

 

 
・実施、運用 

ＰＤＣＡ 

サイクル 

 
・目標、取り組みの見直し 

・システムの見直し 

 
・点検、評価 

・是正処置 
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  資料編  

 

資料１ 温室効果ガス総排出量の算定方法 

 

温室効果ガス総排出量は次の計算式により算定しています。 

 

 

○「活動の区分ごと の排出量」 

地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第３条において、温室効果ガスの種類ご

と に温室効果ガスが排出さ れる活動の区分を設定し、当該区分ごと に定められた排出

量の算定方法及び排出係数に従い、算定期間内（１年間）の活動量について計算してい

ます。 

 

排出量＝（活動量）×（排出係数〔質量・容量ベース〕） 

 

ただし、燃料の使用に伴う 二酸化炭素等の排出量に関する算定方法は、以下のと おり

です。 

 

排出量＝（燃料使用量）×（単位発熱量）×（排出係数〔発熱量ベース〕） 

 

注）家庭用液化石油ガス（ＬＰＧ）１㎥は、おおよそ２．０７４７ｋｇです。 

 

○「排出係数」・・・１単位あたりの活動に伴う 温室効果ガスの排出量 

 

○「地球温暖化係数」・・・温室効果ガスごと に温室効果をも たらす程度を、二酸化炭素の

当該程度に対する比で示した係数 

 

注）地球温暖化係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第４条に定めら れて

いる係数を 使用しています。地球温暖化対策の推進に関する法律は、平成2 8 年度に

改正さ れ、地球温暖化係数も 一部改正さ れましたが、過年度の排出量と 比較するため、

改正前の係数を使用しています。  

（各温室効果ガスの排出量）=   Σ{ ( 活動の区分ごと の排出量) }  

（活動の区分についての和をと る。） 

（温室効果ガスの総排出量）=   Σ{ ( 各温室効果ガスの排出量×地球温暖化係数) }  

（温室効果ガスの種類についての和をと る。） 
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① 地球温暖化係数一覧 

 

N o .  温室効果ガス 地球温暖化係数 

1  二酸化炭素 C O ２ 1  

2  メ タン CH ４ 2 1  

3  一酸化二窒素 N ２O  3 10  

4  トリフルオロメ タン H FC -2 3  11 ,7 0 0  

5  ジフルオロメ タン H FC -3 2  6 5 0  

6  フルオロメ タン H FC -4 1  1 5 0  

7  1 ,1 ,1 ,2 ,2 -ペンタフルオロエタン H FC -12 5  2 ,8 0 0  

8  1 ,1 ,2 ,2 -テトラフルオロエタン H FC -13 4  1 ,0 0 0  

9  1 ,1 ,1 ,2 -テトラフルオロエタン H FC -13 4 a  1 ,3 0 0  

10  1 ,1 ,2 -トリフルオロエタン H FC -14 3  3 0 0  

11  1 ,1 ,1 -トリフルオロエタン H FC-14 3 a  3 ,8 0 0  

12  1 ,1 -ジフルオロエタン H FC -15 2 a  14 0  

13  1 ,1 ,1 ,2 ,3 ,3 ,3 -ヘプタフルオロプロパン H FC -2 2 7 e a  2 ,9 0 0  

14  1 ,1 ,1 ,3 ,3 ,3 -ヘキサフルオロプロパン H FC -2 3 6 f a  6 ,3 0 0  

15  1 ,1 ,2 ,2 ,3 -ペンタフルオロプロパン H FC -2 4 5 c a  5 6 0  

16  1 ,1 ,1 ,2 ,3 ,4 ,4 ,5 ,5 ,5 ,-デカフルオロペンタン H FC -4 3 -10 m e e  1 ,3 0 0  

17  パーフルオロメ タン PFC -14  6 ,5 0 0  

18  パーフルオロエタン PFC-116  9 ,2 0 0  

19  パーフルオロプロパン PFC -2 18  7 ,0 0 0  

2 0  パーフルオロブタン PFC-3 1-1 0  7 ,0 0 0  

2 1  パーフルオロシクロブタン PFC -c3 18  8 ,7 0 0  

2 2  パーフルオロペンタン PFC -4 1-12  7 ,5 0 0  

2 3  パーフルオロヘキサン PFC -5 1-14  7 ,4 0 0  

2 4  六フッ化硫黄 SF６ 2 3 ,9 0 0  
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② 排出係数 

 

項  目 
発熱量 排出係数 換算後排出係数 

数値 単位 数値 単位 数値 単位 

二酸化炭素（CO 2 )  

燃料の燃焼に伴う 排出 

 

ガソリン 3 4 .6  M J/L 0 .0 18 3  k g -C/M J 2 .3 2 16 6 0  k g -CO 2 /L 

軽油 3 8 .2  M J/L 0 .0 18 7  k g -C/M J 2 .6 19 2 4 7  k g - CO 2 /L 

灯油 3 6 .7  M J/L 0 .0 18 5  k g -C/M J 2 .4 8 9 4 8 3  k g - CO 2 /L 

Ａ重油 3 9 .1  M J/L 0 .0 18 9  k g -C/M J 2 .7 0 9 6 3 0  k g - CO 2 /L 

液化石油ガス（LPG ） 5 0 .2  M J/k g  0 .0 16 3  k g -C/M J 3 .0 0 0 2 8 7  k g - CO 2 /k g  

都市ガス 4 1 .1  M J/㎥ 0 .0 13 8  k g -C/M J 2 .0 7 9 6 6 0  k g - CO 2 /㎥ 

他人から供給さ れた電気の使用に伴う 排出 0 .5 5 5  k g - CO 2 /k W h  

一般廃棄物の焼却に伴う 排出 2 6 9 5  k g - CO 2 /t  

メ タン（CH 4 )  

家庭用機器における燃料の使用に伴う 排出 

 

灯油 0 .3 6 7  GJ/L 0 .0 9 5  k g -CH 4 /G J 0 .0 0 0 3 5  k g - CH 4 /L 

液化石油ガス（LPG ） 0 .5 0 2  G J/k g  0 .0 4 5  k g - CH 4 /GJ 0 .0 0 0 2 3  k g - CH 4 /k g  

都市ガス 0 .3 9 7  GJ/㎥ 0 .0 4 5  k g - CH 4 /GJ 0 .0 0 0 18  k g - CH 4 /ｍ 

自動車の走行に伴う 排出 

 

 

ガ

ソ

リ

ン 

乗用車 0 .0 0 0 0 10  k g - CH 4 /k m  

バス 0 .0 0 0 0 3 5  k g - CH 4 /k m  

軽乗用車 0 .0 0 0 0 10  k g - CH 4 /k m  

普通貨物車 0 .0 0 0 0 3 5  k g - CH 4 /k m  

小型貨物車 0 .0 0 0 0 15  k g - CH 4 /k m  

軽貨物車 0 .0 0 0 0 11  k g - CH 4 /k m  

特殊用途車 0 .0 0 0 0 3 5  k g - CH 4 /k m  

 

軽

油 

乗用車 0 .0 0 0 0 0 2  k g - CH 4 /k m  

バス 0 .0 0 0 0 17  k g - CH 4 /k m  

普通貨物車 0 .0 0 0 0 15  k g - CH 4 /k m  

小型貨物車 0 .0 0 0 0 0 7 6  k g - CH 4 /k m  

特殊用途車 0 .0 0 0 0 13  k g - CH 4 /k m  

家畜の糞尿処理に伴う 排出（鶏） 0 .0 3 8  k g - CH 4 /羽・年 

下水又はし尿の処理に伴う 排出（終末処理場） 0 .0 0 0 8 8  k g - CH 4 /㎥ 

浄化槽によるし尿雑排水の処理に伴う 排出 0 .5 5  k g - CH 4 /人 

一般廃棄物の焼却に伴う 排出（バッチ燃焼式焼却施設） 0 .0 7 5  k g - CH 4 /t  

一酸化二窒素( N 2 O)  

家庭用機器における燃料の使用に伴う 排出 

 

灯油 0 .3 6 7  GJ/L 0 .0 0 0 5 7  k g -N 2 O/GJ 0 .0 0 0 0 2 1  k g - N 2 O /L 

液化石油ガス（LPG ） 0 .5 0 2  GJ/k g  0 .0 0 0 0 9  k g - N 2 O /GJ 0 .0 0 0 0 0 4 5  k g - N 2 O /k g  

都市ガス 0 .3 9 7  G J/㎥ 0 .0 0 0 0 9  k g - N 2 O /GJ 0 .0 0 0 0 0 3 6  k g - N 2 O /㎥ 

自動車の走行に伴う 排出 

 

ガ

ソ

リ

ン 

乗用車 0 .0 0 0 0 2 9  k g - N 2 O /k m  

バス 0 .0 0 0 0 4 1  k g - N 2 O /k m  

軽乗用車 0 .0 0 0 0 2 2  k g - N 2 O /k m  

普通貨物車 0 .0 0 0 0 3 9  k g - N 2 O /k m  

小型貨物車 0 .0 0 0 0 2 6  k g - N 2 O /k m  

軽貨物車 0 .0 0 0 0 2 2  k g - N 2 O /k m  

特殊用途車 0 .0 0 0 0 3 5  k g - N 2 O /k m  

軽

油 

乗用車 0 .0 0 0 0 0 7  k g - N 2 O /k m  

バス 0 .0 0 0 0 2 5  k g - N 2 O /k m  

普通貨物車 0 .0 0 0 0 14  k g - N 2 O /k m  

小型貨物車 0 .0 0 0 0 0 9  k g - N 2 O /k m  

特殊用途車 0 .0 0 0 0 2 5  k g - N 2 O /k m  

家畜の糞尿処理に伴う 排出（鶏） 0 .0 3 9 3  k g - N 2 O /羽・年 

下水又はし尿の処理に伴う 排出（終末処理場） 0 .0 0 0 16  k g - N 2 O /㎥ 

浄化槽によるし尿雑排水の処理に伴う 排出 0 .0 2 2  k g  N 2 O /人 

一般廃棄物の焼却に伴う 排出（バッチ燃焼式焼却施設） 0 .0 7 12  k g - N 2 O /t  
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資料２ 各担当部署の温室効果ガス排出量と 削減目標 

 

令和6 年度（目標年度）の温室効果ガス排出に関する各担当部署別の内訳は以下に示

すと おりです。 

 

 

 

 

 

平成１９年度 平成３0 年度 令和6 年度 平成１９年度 平成３0 年度 令和6 年度
基準年度 最新年度 目標年度 基準年度 最新年度 目標年度

電気使用量（k w h ） 7 6 6 , 7 0 8 5 9 7 , 2 9 8 8 0 5 , 0 4 3 4 2 5 , 5 2 3 3 3 1 , 5 0 0 4 4 6 , 7 9 9 -2 1 , 2 7 6

灯油（L） 0 2 0 2 0 0 5 0 5 0 -5 0

ＬＰＧ（kg ） 6 6 8 15 9 15 9 2 , 0 0 9 4 7 9 4 7 9 1 , 5 2 9

ガソリン（L） 2 8 , 0 7 4 2 9 , 2 9 6 2 6 , 9 5 1 6 5 , 17 7 6 8 ,0 15 6 2 , 5 7 0 2 , 6 0 7

軽油（L） 19 , 5 11 11 ,5 10 12 , 6 8 2 5 1, 10 3 18 , 9 5 6 3 3 , 2 17 17 , 8 8 6

自動車の走行（km ） 3 9 0 , 8 18 4 2 2 , 3 8 3 4 2 2 , 3 8 3 3 , 3 7 3 3 , 4 14 3 , 4 14 -4 0

電気使用量（k w h ） 2 , 0 7 9 , 6 2 9 2 , 3 7 0 , 6 7 5 2 , 18 3 ,6 10 1 ,15 4 , 19 4 1, 3 15 , 7 2 5 1 , 2 11, 9 0 4 -5 7 ,7 10

軽油（L） 0 2 4 6 0 0 6 4 4 0 0

灯油（L） 3 , 9 9 4 1, 14 4 1, 14 4 9 , 9 9 8 2 , 8 6 4 2 , 8 6 4 7 , 13 5

Ａ重油（L） 5 7 , 2 0 0 0 0 15 4 , 9 9 1 0 0 15 4 , 9 9 1

家畜の飼育「鶏」（羽） 2 9 0 0 3 , 5 5 6 0 0 3 , 5 5 6

ＬＰＧ（kg ） 10 1, 6 9 1 2 3 9 , 4 12 2 3 9 , 4 12 3 0 5 , 7 3 5 7 19 , 7 9 5 7 19 , 7 9 5 -4 14 , 0 6 1

生活排水（人） 3 ,13 2 2 , 8 6 8 2 , 8 6 8 2 4 9 , 7 7 7 2 2 9 ,0 0 1 2 2 9 , 0 0 1 2 0 , 7 7 6

電気使用量（k w h ） 1, 8 13 , 9 7 2 6 6 6 , 4 4 6 1, 9 0 4 ,6 7 1 1, 0 0 6 , 7 5 4 1, 0 3 2 , 6 10 1, 0 5 7 , 0 9 2 -5 0 , 3 3 8

軽油（L） 0 10 0 0 2 6 0 0

灯油（L） 19 , 4 8 5 3 5 , 0 8 0 3 5 , 0 8 0 4 8 , 7 7 8 8 7 , 8 17 8 7 , 8 17 -3 9 , 0 4 0

都市ガス（㎥） 3 2 3 , 7 8 0 15 9 , 8 8 1 15 5 , 4 14 6 7 4 , 9 3 8 3 3 3 , 2 8 1 3 2 3 , 9 7 0 3 5 0 , 9 6 8

ＬＰＧ（kg ） 4 6 1 15 , 15 9 15 , 15 9 1, 3 8 5 4 5 , 5 7 7 4 5 , 5 7 7 -4 4 , 19 2

生活排水（人） 5 7 8 9 6 6 9 6 6 4 6 , 0 9 6 7 7 , 19 5 7 7 , 19 5 -3 1, 10 0

電気使用量（k w h ） 3 8 6 , 7 0 2 6 6 6 , 4 4 6 4 0 6 , 0 3 7 2 14 , 6 2 0 3 6 9 , 8 7 8 2 2 5 , 3 5 1 -10 , 7 3 1

灯油（L） 19 , 12 4 1, 0 3 6 1, 0 3 6 4 7 , 8 7 4 2 , 5 9 3 2 , 5 9 3 4 5 , 2 8 0

ＬＰＧ（kg ） 6 , 8 8 2 4 , 18 6 4 , 18 6 2 0 , 6 9 1 12 , 5 8 6 12 , 5 8 6 8 , 10 6

生活排水 3 8 8 4 18 4 18 3 0 , 9 4 3 3 3 , 3 4 9 3 3 , 3 4 9 -2 , 4 0 6

電気使用量（k w h ） 19 4 , 9 4 3 9 1 , 5 5 4 2 0 4 , 6 9 0 10 8 , 19 3 5 0 , 8 12 113 , 6 0 3 -5 , 4 10

軽油（L） 0 4 , 9 6 6 0 0 13 , 0 0 7 0 0

灯油（L） 15 6 3 6 , 19 0 3 6 , 19 0 3 9 1 9 0 , 5 9 6 9 0 , 5 9 6 -9 0 , 2 0 5

Ａ重油（L） 12 1, 3 0 0 0 0 3 2 8 , 6 7 8 0 0 3 2 8 , 6 7 8

ＬＰＧ（kg ） 12 4 5 8 5 8 3 7 2 17 4 17 4 19 8

生活排水（人） 111 10 6 10 6 8 , 8 5 2 8 , 4 5 4 8 , 4 5 4 3 9 9

ごみの焼却（t） 19 5 0 0 5 3 0 , 13 6 0 0 5 3 0 , 13 6

電気使用量（k w h ） 2 , 8 8 8 , 5 8 3 3 , 19 6 , 6 10 3 , 0 3 3 ,0 12 1, 6 0 3 , 16 4 1, 7 7 4 , 119 1, 6 8 3 , 3 2 2 -8 0 ,15 8

軽油（L） 4 5 6 9 5 2 9 118 1, 8 2 0 7 7 4 1

Ａ重油（L） 0 8 5 0 8 5 0 0 2 , 3 0 3 2 , 3 0 3 -2 , 3 0 3

都市ガス（㎥） 3 ,19 7 3 , 6 7 2 1, 5 3 5 6 , 6 6 4 7 , 6 5 4 3 , 19 9 3 , 4 6 5

ＬＰＧ（kg ） 12 4 0 0 3 7 4 0 0 3 7 4

生活排水（人） 5 15 , 3 9 5 5 5 3 7 , 0 8 0 4 1 ,10 5 4 1, 10 5 -4 , 0 2 5

電気使用量（k w h ） 14 3 , 7 5 8 15 7 , 0 5 2 15 0 , 9 4 6 7 9 , 7 8 6 8 7 , 16 4 8 3 , 7 7 5 -3 , 9 8 9

生活排水（人） 3 2 0 3 7 0 3 7 0 2 5 , 5 2 0 2 9 , 5 0 8 2 9 , 5 0 8 -3 , 9 8 8

電気使用量（k w h ） 5 5 1, 5 3 7 4 8 6 , 9 7 2 5 7 9 , 114 3 0 6 , 10 3 2 7 0 , 2 7 0 3 2 1, 4 0 8 -15 , 3 0 5

灯油（L） 0 18 1 18 1 0 3 6 6 3 6 6 -3 6 6

ＬＰＧ（kg ） 2 1 3 3 6 3 8 8 5 5

生活排水（人） 14 2 14 2 14 1, 117 6 , 14 1 6 , 14 1 -5 , 0 2 4

― ― ― 7 ,5 5 4 , 12 5 7 , 0 6 8 , 8 5 7 6 , 9 5 9 , 6 6 1 5 9 4 ,4 6 4

7 %

8 %

-10 %

-13 %

-7 8 %

5 %

8 %

担当部署

財務情報課
市民窓口課

財務情報課
市民協働安

全課他

15 %

-17 %

5 %

教育機関学校教育課

穂積庁舎
巣南庁舎

公用車

使用量 温室効果ガス排出量（kg -CO 2 ）
令和6 年度（目標年度）

対基準年
削減量

（kg -C O 2 ）

対基準年度
削減率

削減項目対象部門

合 計

防 災・ 防犯
施設

公 園・ 駐車
場等

都市管理課

社会教育施
設

市民 協 働安
全課
生涯学習課
健康推進課
幼児支援課

市民 協 働安
全課
都市管理課

上下水道施
設

上水道課
下水道課

廃棄物処理
施設等

市民課
環境課

福祉施設
地域 福 祉高
齢課
福祉生活課
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資料３ 部門別温室効果ガス排出量の内訳（目標年度） 

 

令和6 年度（目標年度）の本市の事務・事業に係る温室効果ガス排出量の部門別内訳

は以下に示すと おりです。 

 

 

 

（単位：k g -C O 2 ） 

対象部門 二酸化炭素 メ タン 一酸化二窒素 温室効果ガス 

穂積庁舎巣南庁舎 4 4 7 ,3 2 7  1  0  4 4 7 ,3 2 8  

教育機関 1 ,9 3 3 ,0 5 7  3 4 ,3 6 6  1 9 6 ,14 2  2 ,1 6 3 ,5 6 4  

社会教育施設 1 ,5 13 ,11 5  12 ,1 18  6 6 ,4 18  1 ,5 9 1 ,6 5 2  

福祉施設 2 4 0 ,4 8 9  4 ,8 5 9  2 8 ,5 3 0  2 7 3 ,8 7 9  

廃棄物処理施設等 2 0 3 ,8 7 1  1 ,4 9 1  7 ,4 6 5  2 12 ,8 2 7  

上下水道施設 1 ,6 8 8 ,8 9 3  11 ,1 13  2 9 ,9 9 9  1 ,7 3 0 ,0 0 5  

公園・駐車場等 8 3 ,7 7 5  4 ,2 7 4  2 5 ,2 3 4  1 13 ,2 8 2  

防災・防犯施設 3 2 1 ,7 8 0  8 9 0  5 ,2 5 3  3 2 7 ,9 2 3  

公用車 9 5 ,7 8 7  16 2  3 ,2 5 2  9 9 ,2 0 1  

合 計 6 ,5 2 8 ,0 9 4  6 9 ,2 7 4  3 6 2 ,2 9 3  6 ,9 5 9 ,6 6 1  
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資料４ 部門別温室効果ガス排出量の内訳（基準年度） 

 

平成１９年度（基準年度）の本市の事務・事業に係る温室効果ガス総排出量の部門別

内訳は以下に示すと おりです。 

 

 

 

（単位：k g -C O 2 ） 

排出源 

 

部門 

ガソリン 軽油 灯油 A 重油 都市ガス LP G  電気 ごみ 自動車の走行 生活排水 家畜 合計 

庁舎 0  0  0  0  0  2 ,0 0 9  4 2 5 ,5 2 3  0  0  0  0  4 2 7 ,5 3 1  

教育機関 0  0  9 , 9 9 8  1 5 4 , 9 9 1  0  3 0 5 ,7 3 5  1 ,1 5 4 ,1 9 4  0  0  2 4 9 ,7 7 7  3 ,5 5 6  1 , 8 7 8 ,2 5 1  

社会教育施設 0  0  4 8 ,7 7 8  0  6 7 4 ,9 3 8  1 ,3 8 5  1 ,0 0 6 ,7 5 4  0  0  4 6 ,0 9 6  0  1 ,7 7 7 , 9 5 0  

福祉施設 0  0  4 7 ,8 7 4  0  0  2 0 ,6 9 1  2 1 4 ,6 2 0  0  0  3 0 ,9 4 3  0  3 1 4 ,1 2 8  

廃棄物処理施設等 0  0  3 9 1  3 2 8 ,6 7 8  0  3 7 2  1 0 8 ,1 9 3  5 3 0 ,1 3 6  0  8 ,8 5 2  0  9 7 6 ,6 2 2  

上下水道施設 0  1 1 8  0  0  6 , 6 6 4  3 7 4  1 ,6 0 3 ,1 6 4  0  0  3 7 ,0 8 0  0  1 ,6 4 7 ,4 0 0  

公園・駐車場等 0  0  0  0  0  0  7 9 , 7 8 6  0  0  2 5 ,5 2 0  0  1 0 5 , 3 0 6  

防災・防犯施設 0  0  0  0  0  6 3  3 0 6 ,1 0 3  0  0  1 ,1 1 7  0  3 0 7 ,2 8 3  

公用車 6 5 ,1 7 7  5 1 , 1 0 3  0  0  0  0  0  0  3 ,3 7 3  0  0  1 1 9 ,6 5 3  

合 計 6 5 ,1 7 7  5 1 , 2 2 1  1 0 7 ,0 4 0  4 8 3 ,6 6 9  6 8 1 , 6 0 2  3 3 0 ,6 2 9  4 ,8 9 8 ,3 3 7  5 3 0 ,1 3 6  3 ,3 7 3  3 9 9 ,3 8 4  3 , 5 5 6  7 , 5 5 4 ,1 2 5  
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資料５ 持続可能な開発目標（SD G s）への対応 

SD G s（持続可能な開発目標（Su sta in a b le  D e ve lo p m e n t  Go a ls））は、平成2 7

年9 月の国連サミ ットで採択さ れた「持続可能な開発のための2 0 3 0 アジェンダ」に記載

さ れた国際目標です。「誰一人取り残さ ない」世界の実現のために、2 0 3 0 年を期限と し

た、17 の目標と 16 9 のターゲットからなります。 

格差、持続可能な消費や生産、気候変動、生物多様性の保全など開発をめぐる国際的

な課題は、開発途上国だけではなく 、先進国も含めてすべての国が取り組む必要があり

ます。気候変動や生物多様性の損失は企業にと ってはリスク要因であると 同時に、他社

と の差別化と いう ビ ジネスチャンスにつなげら れる 要因である こ と から 、企業では

SD G sをリスク管理のツールと して注目しています。 

 

■ 17 の国際目標 
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資料６ 用語集 

 

あ 行 

ウォームビズ 

地球温暖化防止の一環と して、秋冬のオフィ スの暖房設定温度を省エネ温度の2 0 ℃

にし、暖かい服装を着用する秋冬のビジネススタイルのこと 。「ビズ」はビジネスの意味

で、ここでは暖房に頼りすぎず、暖かく 効率的に働く こと ができる新しいビジネススタイ

ルの意味が盛り込まれている。2 0 0 5 年に大き な話題を呼んだ「クールビズ」の冬版と

して、環境省によって提唱さ れた。暖房設定温度を21℃から2 0 ℃にした場合、年間で1

家庭あたり約2 5 .7 k g の二酸化炭素を削減すること ができると している。 

 

エコドライブ 

省エネルギー、二酸化炭素や大気汚染物質の排出削減のための運転技術をさ す概念。

関係するさ まざまな機関がドライバーに呼びかけている。 

主な内容は、アイドリングストップを励行し、経済速度の遵守、急発進や急加速、急ブ

レーキを控えること 、適正なタイヤ空気圧の点検などがあげられる。 

 

か 行 

化石燃料 

石油、石炭、天然ガスなど地中に埋蔵さ れている再生産のできない有限性の燃料資

源。現在、人間活動に必要なエネルギーの約8 5 % は化石燃料から得ている。化石燃料

は、輸送や貯蔵が容易であること や大量のエネルギーが取り出せること などから使用量

が急増している。しかし、化石燃料の燃焼にと も なって発生する硫黄酸化物や窒素酸化

物は大気汚染や酸性雨の主な原因と なっているほか、二酸化炭素は地球温暖化の大き

な原因と なっており、資源の有限性の観点からも 、環境問題解決の観点からも 、化石燃

料使用量の削減、化石燃料に頼らないエネルギーの確保が大きな課題と なっている。 

 

気候変動（C l im a te  Ch a n g e ） 

地球の大気の組成を変化さ せる人間活動に直接または間接に起因する気候変化のこ

と で、比較可能な期間において観測さ れる自然な気候変動に対して追加的に生じるも

のをいう 。気候変化と も 訳さ れる。近年では、地球温暖化と 同義語と して用いら れるこ

と が多い。 

気候変動に 関する 政府間パネル（I n te r g o ve r n m e n ta l  Pa n e l  o n  C l im a te  

Ch a n g e ：I PCC） 

19 8 8 年に開始さ れた、国連環境計画(U N EP) と 世界気象機関( W M O) が共催し、

各国政府の任命する科学者が参加する会合。地球温暖化に関する最新の自然科学的お

よび社会科学的知見を まと め、地球温暖化対策に科学的基礎を与えること を目的と し

ている。19 9 0 年に第1次評価報告書を 、19 9 5 年に第2 次評価報告書を 、2 0 0 1 年に

第3 次評価報告書を、2 0 0 7 年に第4 次評価報告書（統合報告書）を、2 0 14 年に第5 次
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評価報告書（統合報告書）を公表し、地球温暖化対策に必要な基礎的認識の形成に大き

な役割を果たしている。 

 

気候変動枠組条約（Fra m e w o r k  Co n ve n t io n  o n  C l im a te  Ch a n g e ：FCCC） 

大気中の温室効果ガスの濃度の安定化を究極的な目的と し、地球温暖化がも たらす

さ まざまな悪影響を防止するための国際的な枠組みを定めた条約。19 9 4 年3 月発効。

温室効果ガスの排出・吸収の目録、温暖化対策の国別計画の策定等を締約国の義務と

している。 

 

気候変動枠組条約締約国会議（Co n f e r e n ce  o f  Pa r t ie s ：CO P） 

19 9 5 年3 月～4 月にベルリンで第1回締約国会議（CO P1）を開催。19 9 7 年に京都

で開催さ れたCOP3 では、2 0 0 0 年以降の地球温暖化対策のあり方を規程する京都議

定書が採択さ れた。2 0 15 年にパリで開催さ れたCO P2 1では、京都議定書に続く 新た

な枠組みであるパリ協定が採択さ れた。 

毎年開催さ れる締約国会議は、人類の未来を左右する会議と して世界的に注目さ れ

ている。 

 

基準年 

温室効果ガスの削減に関し、基準となる年。京都議定書では基準年を原則的に19 9 0 年

と している。ただし、HFC類、PFC類、SF 6 については19 9 5 年を基準年と すること がで

きると している。 

 

京都議定書 

19 9 7 年12 月に京都で開催さ れたC OP3 で採択さ れた気候変動枠組条約の議定書。

先進各国は2 0 0 8 年～2 0 12 年の第１約束期間における温室効果ガスの削減数値目標

（日本6 ％、アメ リカ7 ％（後に離脱）、ＥＵ8 ％など）を約束した。 
 

グリーン購入 

企業や国・地方公共団体が商品の調達や工事発注などに際し、でき るだけ環境負荷

の少ない商品や方法を積極的に選択する方法。グリーン購入を率先して実施する企業

や自治体などで構成する「グリーン購入ネットワーク」で基準などを取り決めている。 

 

クールビズ 

地球温暖化防止の一環と して、夏のオフィ スの冷房設定温度を省エネ温度の2 8 ℃に

し、それに応じて軽装化する夏のビジネススタイルのこと 。「ビズ」はビジネスの意味で、

ここでは涼しく 効率的に働く こと ができ るノーネクタイ・ノー上着と いった新しいビジネ

ススタイルの意味が盛り込まれている。2 0 0 5 年に環境省によって提唱さ れ、2 0 0 5 年

10 月末には、約10 0 万世帯の1か月分の排出量に相当する約4 6 万トン（二酸化炭素換

算）分の二酸化炭素が削減できたと さ れる。 
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た 行 

地球温暖化係数（G l o b a l  W a rm in g  Po te n t ia l  :  G W P） 

二酸化炭素、メ タン、一酸化二窒素などの各種の温室効果ガスごと に温室効果をもた

らす程度を、二酸化炭素の効果に対して相対的に表す指標。この値は温室効果を見積も

る期間の長さ によって変わる。10 0 年間のG W Pで比較して、メ タンは二酸化炭素の約

2 1倍、一酸化二窒素は約3 10 倍、フロン類は数10 0 ～数1,0 0 0 倍と なる。 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

19 9 8 年に策定・公布さ れた。国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温

暖化対策に取り組むための枠組みを定めたも のであり、地球温暖化対策計画を策定す

ると と も に、社会経済活動による温室効果ガスの排出の抑制等を促進するための措置

を講ずること 等により、地球温暖化対策の推進を図るものである。 

 

は 行 

パリ協定 

パリで開催さ れた第2 1回気候変動枠組条約締約国会議（COP2 1）で採択さ れた、気

候変動の抑制に関する国際的な協定。世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて

２℃より十分低く 保つと と もに、1.5 ℃に抑える努力を追求すること 、適応能力を向上さ

せること などを目指し、途上国を含むすべての参加国が温室効果ガス排出削減に取り

組むこと を求めている。 

 

フロン類 

炭素と 水素に、フッ素や塩素、臭素を含む化合物で、自然界には存在しない、人類が

作り出した物質で、構造的に安定した形をしている。CFC（クロロフルオロカーボン）、

H CFC（ハイド ロクロロフルオロカーボン）、H FC （ハイド ロフルオロカーボン）等に分け

られる。 

フロン類のう ち、オゾン層を破壊する恐れのある特定フロンや、オゾン層を破壊する

恐れは低いも のの地球温暖化への影響の強い代替フロンは、フロン排出抑制法に基づ

き、対策が行われている。 

 

 

参考文献 

・全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）ホームページ「用語集」 

・国立環境研究所 ＥＩＣネット 「環境用語集」 

 ほか 
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